様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　　　2021年　9月 27日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）あさひふぉーじ
                          　一般事業主の氏名又は名称 アサヒフォージ株式会社
（ふりがな）あさひ　ひろし
                              （法人の場合）代表者の氏名  朝日 浩司  印
住所　〒501-3772
　　　　　　　　　　　岐阜県美濃市楓台72-2
法人番号　4180001011487　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アサヒフォージDX戦略

	公表日
	　　　　2021年　　9月　　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	アサヒフォージホームページにて公表
https://www.asahiforge.co.jp/info/page.php?id=100

	記載内容抜粋
	鍛造会社として顧客に頼りにされるトップメーカーにあり続けるためには、IoT、AI等を有効活用したスマートファクトリーを確立して安全で働きやすい環境と生産性アップを実現を進めています。

アサヒフォージDX戦略を進める効果
◇安全・品質・生産性の革新的向上
◇企業文化・風土・環境への変革
◇既存業務の変革

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年5月24日開催の取締役会に決議に基づき該当文書を開示しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アサヒフォージDX戦略

	公表日
	　　　　2021年　　9月　　10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	アサヒフォージホームページにて公表
https://www.asahiforge.co.jp/info/page.php?id=100

	記載内容抜粋
	スマート工場化をするため、設備からのデータ収集、可視化、情報の連携を実施します。
◇DX戦略の浸透・推進に予算構築をプロジェクト化
◇スマートファクトリー化を進め、人・情報・現物を多面的に分析し改善の実施
◇デジタル技術と情報の連携を用いてムリ・ムダ・ムラの撲滅

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年5月24日開催の取締役会に決議に基づき該当文書を開示しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://asahiforge.co.jp/info/page.php?id=100 にて公表
アサヒフォージのDX戦略へ体制

	記載内容抜粋
	2020年9月に体制の見直しを行い、IT専門部署配置。
IT人材として海外から４名　高度外国人材を受入予定。
（雇用契約済み）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://asahiforge.co.jp/info/page.php?id=100 にて公表
アサヒフォージのDX戦略の環境整備具体的方策
アサヒフォージのスマートファクトリー

	記載内容抜粋
	IT人材、IT予算（売上高1％）確保を実施し、将来具現化するスマートファクトリーのイメージ、実施事項を作成しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アサヒフォージDX戦略


	公表日
	　　　　2021年　　9月　　10日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	アサヒフォージホームページにて公表
https://www.asahiforge.co.jp/info/page.php?id=100

	記載内容抜粋
	戦略に基づき、以下の定性指標を策定。
◇DX戦略の浸透・推進に予算構築をプロジェクト化
 　・DX戦略の毎月幹部会にて状況報告、3ヶ月に1回社内電子掲示板へ掲示
◇スマートファクトリー化を進め、人・情報・現物を多面的に分析し改善の実施
 　・ロボット、AGV、カメラ、センサー等を用いた、人もしくはAIの監視による
　　生産ライン無人化
 　・IoTを利用して情報の集約、AIの利用による情報分析
◇デジタル技術と情報の連携を用いてムリ・ムダ・ムラの撲滅
　 ・情報の見える化による問題点の把握
   ・生産計画をAIによる自動立案
   ・2023年度までに日報などをペーパレス化する事による紙の削減



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　　9月　　23日

	発信方法
	アサヒフォージホームページにてステークホルダーに公表
https://www.asahiforge.co.jp/info/page.php?id=100

	発信内容
	代表取締役社長のメッセージを　アサヒフォージDX戦略　として発信
DXの推進を、新設する工場のスマートファクトリー化と併せて計画します。
DX戦略に基づく生産形態を確立させる事で、安全で働きやすい職場環境づくりを目指し、サステナブルな社会貢献の実現を図ります。
[bookmark: _GoBack]それが企業価値の向上に繋がり、お客様に信頼させる企業となることを信じます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　3月頃　～　　　2021年　7月頃


	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を用いて把握。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020年　6月頃　～　定期検証継続事項


	実施内容
	SECURITY ACTION制度を自己宣言 二つ星宣言しました
情報セキュリティ基本方針をホームページにて公開
https://asahiforge.co.jp/info/page.php?id=99

一般社団法人 日本自動車部品工業会から送付される
「自動車産業 セキュリティチェックシート」にて自己採点と取引先へ提出
外部事業者へセキュリティコンサルタントへ診断を依頼し（2021年8月）、診断結果を基に目標を定め、それに合う対策を外部事業者とともに2022年1月をめどに対策実施を行う。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類


	


備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

